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研究ノート
両大戦間のイギリスにおける
構造的転換と労働移動
原
?
聖
I 
両大戦間のイギリス経済史を考察するばあい，従来は， ともすれば，悲観的な暗い語調
で述べられるばあいが多かった。それは，少なくとも，次に掲げるような， 3つの重大な
特徴に強い影響を受けているものと考えて差支えなかろう。すなわち， (1)大量失業， (2)旧
重要産業の停滞，およぴ(3)輸出の不振，がそれである。しかしながら，最近の研究は，表
面的な暗い特徴にもかかわらず，両大戦間のイギリス経済は，必ずしも，灰色ではないと
いう点を明らかにしている1)。
ところで，上記の重要な特徴は，それぞれが相互に関連しているし，また，それらを顕
在化せしめた原因は 1つであると考えられる。したがって，本稿においては，両大戦間の
イギリスにおいて顕在化した3つの主要な特徴の中で，失業の問題に比較的重点をおいて
考察をすすめてゆきたいと思う。それは，当時のイギリスにおける金本位制の崩壊＝管理
通貨制度という外枠の中で，対外的な面での保護貿易ーイギリス連邦特恵関税制度と相ま
って，イギリスのこれ以降における経済過程への国家の介入の素地を提供することとなっ
た新興産業の発達を，とくに遅滞せしめた要因の 1つとして取り扱うことによって果たさ
れるはずのものである。かかる問題については，すでに呈示しておいたオーバーコミット
メント仮説がそれであり 2)' 旧重要産業にオーバーコミットしていた生産要素が，新興産
業の成長の初期の段階において，如何なる影響を与えたかという問題として，労働移動(
1)拙稿「1930年代のイギリスにおける新興産業の役割」関西大学『経済論集』第18巻第
1号 (1968)および「1920年代のイギリス経済に関する覚書」関西大学『経済論集』
第18巻第6号 (1969)参照。
2)拙稿「両大戦間のイギリスにおける新興産業への転換過程」『社会経済史学」第36巻
第2号 (1970)
101 
372. 闊西大學「紐清論集』第22巻第3号
とくに産業間の転換）の障害が，新興産業の遅滞と発展に与えた影響について検討をすす
めようとするものである。
すでに，述べたように，失業問題は．いわば両大戦間の暗い一面を形成していたのであ
る，そうした経済状況を反映して行なわれた調査研究に基づいて出されたのが．いわゆる
『マクミラン・レボート」 3)である。それによると， 「実際，かの金本位制復帰前の年に
おいても， 16才以上60オ以下の約1,110万人の保険加入者中失業者は 100万を下らなかっ
たし，高齢者の失業者は10%以上であったのだ。然るにその後， 1929年末までの 5カ年に
わたり，失業者の数は全く減少を示さなかった。然し．これが原因の如何を問わず．かか
る失業の大洪水の真只中にあるということは真に人心を動揺せしめ．それはまたその性質
上全く矯正出来ないことによって，現に見る如く経済的失費の状態を示している。労働者
1人当りの純出費が約200膀とするならば， 5カ年にわたる100万の失業者の国家的損失は
10億謗の勘定になる訳である。」 4)つまり，もし労働力が．この時期の最善の時に完全雇
用されていたならば．国民所得は毎年2億ボンドだけの損失をまぬがれ，さらに，それ以
上の生産性の利益を挙げていたことになる。ところが，逆に生産性の成長趨勢は下降し，
労働集約的旧重要産業が．市場困難のために，労働を切り捨てる必要に直面せざるをえな
かった。もし．この旧重要産業が,1914年以前に労働を切りつめるためのより大きな努力
をつづけていたとするならば．おそらく，諸資源は，どこか他で，発展のために，その段
階で早々に投下され，したがって，両大戦間におけるような調整困難は緩和されていたに
違いないであろう。
そして．この失業が．この時期を通じて，地城間あるいは，異なった産業部門間に不均
等に分布していたという顕著な特徴を示している。それは，北部と南部の相異が顕著にあ
らわれていたのであって，南部の諸地方が．北部より良好であったことが知られている。
また，人口移動にも．以上のような地城的特質があらわれているのであって．フォガテ
ィの示すところによると（第1表）， ロンドン・ホームカウンテイズ， 南東部および南西
部が主として多くの人口を獲得した地域であった。それらの3地域は,1923年から1936年
までの間に 110万人以上の移住者を引き寄せている。むしろ，驚くべきことは． ミドラン
3) Report of the Committee on Finance & Industry, (Macmillan, Report), Cmd. 
3897, (June, 1931) 
4) Macmillan Report, p. 7, 大内兵衛・滝口義敏訳「現代金融論ーマクミラン委員会報
告ー』， (1933)12~13ペー ジ。
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第1表人口移動による増（＋）減(-) 〔年平均）
I 1923~31 I 1931~36 I 
ロンドン・ホームカウンテイズ ＋ 62,205 ＋ 71,623 
南 東 部 ＋ 8,733 ＋ 18,334 
南 西 部 ＋ 10,582 ＋ 11,445 
ミ ド ラ ン ズ 4,964 ＋ 5,521 
北 西 部 19,275 6,942 
北 東 部 30,516 24,180 
ス コ ツ 卜 ラ ン ド 37,559 ＋ 1,299 
ウ 工 Jレ ズ 31,350 
I 
22,092 
海外移入（＋） 移民(-) .42, 144 ＋ 55,008 
出所， M.P. Fogarty, Prospects of the Industrial Areas of Great Btitain 
(1945). p. 4. 
ズがこの時期の前半を通じて失ったということであり，その理由の一部は， 1920年代にお
ける産業的再調整の困難性を反映しているものと考えられる。もっとも多くの人口を失っ
た地域は，北東部，ウェルズ．およびスコットランドにおいてであった。それらすべてを
合わせて，南部地域が獲得したより，いくぶん多数である 120万人強の人口を失ったこと
になる。とくにウェルズがもっとも強い打撃を受けた地域であった。すなわち， 1921年か
ら1939年の間にウェルズの人口は2,656,000人から2,465,000人へと減少しているからであ
る。
北西部とスコットランドはまた， 1920年代に人口移動によって非常に多くを失ったが，
しかし， 1930年代には改善された。そしてまた， 1920年代を通じて，海外移民が，不況地
域の豊富な労働者の救済措置としての役割を果たしていたが，しかし， 1930年代には，こ
の伝統的な安全弁は閉じられ， そして，人口の純内部移動が生ずることになったのであ
る。
さて，人口移動の大ていのものは，個人の意志によるところが大きいのだけれども， 1920
年代の末に，労働者によって始められた産業移動計画5)によって，その進行は部分的に刺
5) 1927年12月7日，商相によって下院で報告され，産業移動局 (IndustrialTransfer-
ence Board)の設立が決定され, 1928年1月6日に発足した。それに基づいてたて
られたのが「産業移動計画」 (IndustrialTransference Scheme)である。 Report
of the M呻 tryof Labour. for the Year 1927, Cmd. 3090, (1928), p. 18, For 
the Year 1928, Cmd. 3333, (1929), p. 16., & For the Year 1929, Cmd. 3579, 
(1930), p. 16. 
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戟を受けた。これは．地域内での雇用の見込みのほとんどなかった人々に対して．財政的
援助を与えるよう計画されたものである。この方法で援助された人々の数は比較的少数で
あり，その計画は， 1930年代の初期におけるように．もっとも必要とする場合あまり有効
であるとはいえなかった。すなわち， 1928年8月から1937年の中頃までの間に, 190,000 
人の男女が援助され．移動したのであったが，移動した人々の中で，判明しただけでも約
56,000人の男女が，再びもとの不況地域へ帰って来ているのである6)。そして．この産業
移動計画の下で援助された人々の大部分は，不況地城から南部地域へと比較的遠距離の移
動をしているのである。
もちろん，数字の上からは．南部は北部が失った人口を大体は獲得しているということ
になっているけれども，必ずしもすべてが，遠く離れた地域間の移動という形態をとった
わけではない。すなわち，南部における若干の地域および都市は．北部からと同様に近隣
の繁栄した地域からの移民をも引きつけたのであった。
入口移動の正確なパターンがどのようなものであれ，南部地域は，地域的移動から．か
なり多く獲得したということは明らかである。このことは．疑いもなく．両大戦間の人口
増加の不均等な配分において重要な要因であった。すなわち， 1921年から1937年の間，イ
ギリスの人口は， 7.3%だけ増加したが．ロンドン・ホームカウンテイズにおいて，その
増加は18%, ミドランズにおいては11%であった。あらゆる他の地域は．この国の平均と
まではいかないけれども，増加をしたが，ウェルズ北東海岸地域は絶対的にも減少を示し
た。換言すれば，断然．人口の増加の大部分が，この国の南東部地域に集中的に生じたと
いうことなのである。
さて．以上のような失業および人口移動の地域的差異は，基本的に・は産業が拡大しつつ
ある割合の相異のためというよりは．むしろ，産業構造の構成における相異のためであっ
たということができる。すなわち， ウェルズをも含む北部の諸地域は， 衰退産業あるい
は，最気変動にとくに弱い重資本財部門に諸資源が高度に集中・依存するという構造をも
っていたのに対して，南部の諸地域．すなわち．とくにロンドンや南東部においては，そ
うした産業への依存の割合は少なかった。つまり．南部では．イギリスの平均的産業より
も，ずっと急速に拡大しつつある産業に適応するという産業構造をもっていたということ
なのである。
6) Lord Beveridge, Full Employment in a Free Society, (1944, 4th imp. 1953) 
pp. 62~65, 井手 生訳「自由社会における完全雇用（上）』 110~111ペー ジ。
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第2表産業別被保険者数の地域的変化
グレート ロンドン ミドランウェスト スコット ランカシ ノーザン グラガアモ
・ホー ム ライグディ バーダランJレン・・ブリテ
カイズウンテズ
ン ・ノランド中 ャー ド・ ラモンマウ;ティ〗ン悔碑ィン ム・ ム ス
ビーイ
1923 1923 1923 1923 3 1923 1923 1923 
1937 1937 1937 19 1937 1937 1937 1937 
地方 7産業 24 30 35 38 16 20 14 21 25 33 19 26 16 25 13 22 I 
急拡大16産業 14 19 21 25 26 30 9 14 10 13 9 16 6 9 4 6 
5大衰退産業 23 14 1 1 12 7 43 32 24 15 36 24 49 33 59 41 
他 18産業 39 37 43 36 46 42 33 33 40 39 36 35128 32 24 31 
全産業100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
出所， Reportof the Royal Commission on the Distribution of the Industrial 
Population (Barlow Report), Cmd. 6153. HMSO (1940 rep., 1963) p. 276. 
ところが，産業構造の構成の相異という状況は，両大戦間を通じて生じた結果とはいえ
ないのであって，すでに，第1次大戦以前から存在していたのである。ところで第2表に
よると， 1923年に，ランカシャー，ノーザンバーランド，ダラム，サウス・ウェールズ，
ウェストライディング，ノッティンガム，および，ダービーといった地城の被保険人口の
うちで3分の 1をはるかに越えた人々が， 5大衰退産業に従事していたということが知ら
れる。しかしながら，ロンドンや南東部には，これらの産業には被保険人口のわずか1%
程度が従事しているにすぎない。一方， ミドランズにおいてさえも，その比率は， 12彩に
すぎなかった。また，逆にこれらの地域は，急速に拡大しつつある産業，および，地方産
業に従事する被保険人口のかなりな割合を占めていた。そして，ロンドン・ホームカウン
テイズにおいては，被保険人口の56彩がこれらの産業に従事しており，全国平均の38彩に
比して， ミドランズは42彩であった。しかし，ランカシャー，北東部およびサウス・ウェ
ルズといった地域においては，これらの拡大しつつある産業に従事している被保険労働者
の占める比率は， ずっと低かったことが知られている (17%~28%)。中部スコットラン
ドは，全体としてこの国の構造に非常に良く似た産業構造をもった一つの例外としての地
位にあるといえる。
このような，大別して北部と南部の間の繁栄における相異の多くは，産業構造の不均衡
から，主として，生ずるということについてはすでに述べた。すなわち，北部は，旧重要
産業に拘束されたあまりにも多くの諸資源があり，他方，南部においては，可能性に富ん
だ成長産業の優位性をもち有利であったということである。
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n: 
そこで，これらの南部および北部における発展の差異を決定した諸要因を探り出すため
に，われわれは，これらの地域の若干のものをより詳細に検討する必要がある。労働省の
行政区分にしたがうと， 2つのグループ，すなわち，第1のグループは，ロンド汎也城，
南東部，南西部，および， ミドランズが含められ， InnerBritain (I.B.)と称し，第2の
グループは，北東部，北西部，北部，スコットランド，およびウェルズからなっており，
Outer Britain (O.B.)と称している7)。
H.W. リチャードソン (H.W. Richardson)8)も述べているように，これら諸地域の
経済回復の経過を検討するためには，適当な指標によって，その相対的成長を観察しなけ
ればならない。地域的に，すべてのデータが完備しているわけではないので，その唯一の
指標となりうるものは，雇用データであろう。なぜならば，雇用以外のデータは，附随的
に諸変化を反映する。例えば，すでに述べたように，繁栄地域への高率の移住があった場
合，これらの移住者は必ずしもすべてが雇用されるわけでなく，失業を増大させる場合も
第3表諸地域における雇用の成長 (1929=100) 
1 南東部 l 南西部 I ロンドン1 ミドtス~1ぅ：予門北東部 l 北西部 Iウェルス1 北部
1929 100 100 100 100 100 100 100 100 100 
1930 101 100 99 95 95 91 88 90 
1931 102 99 98 91 87 84 85 85 
1932 100 97 98 91 87 83 87 81 78 
1933 106 100 101 97 88 89 91 84 
19341 I 112 104 106 102 92 92 93 87 
1935 117 107 108 106 93 94 94 89 
1936 120 113 116 112 101 101 96 88 95 
1937 125 120 121 119 107 109 103 101 103 
1938 126 120 120 115 106 107 95 95 102 
1939 130 128 122 123 110 112 103 107 107 
出所， H.W. Richardson, Economic Recovery in Britain, 1932~39, (1967), p. 270. 
7) H. W. Richardson, Economic Recovery in Britain 1932~39. (1967), p. 271, 
なお， D.G. Champernowneはそれぞれを InnerBritain, The Outer Region 
と称している。
8) H. W. Richardson, op. cit., p. 269. 
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あるからである9)。
そこで，労働省の行政区分にしたがった地域別雇用指数の変化を示した第3表は，各年
について，それぞれ6月の被保険雇用者の推計数がとられ，各地域において， 1929年6月
を100として比較している。もっとも， 1936年8月に労働省の行政区分に変更があり，北
部が新たに作られた。それは，旧北西部からカンバーランドとウェストモアランドを分離
させ，また．旧北東部から，ノーザンバーランド，ダラムおよびヨークシャーの1部を分
離することによって形成されている10)。
第3表で明らかなように， I.B.では， ミドランズにおいては，恐慌期(1930年~1932年）
にあっては雇用は減少したが． 他の3地域は大きな変動はみられなかった。そして． こ
のグルー プでは， 4地域すべてにおいて．回復期には，かなり雇用の拡大があったことが
示されている。 1937年~38年の一時的不況の影響を受けたとはいえ， 1934年までに， 1929'
年の雇用状況を回復し，順調な拡大を示していることがわかる。すなわち，ロンドン地域
および南西部においては， 1929年の水準は， 1933年に達成され．南東部においては,1929' 
年より低下すらしなかったのである。したがって， ミドランズは別として，恐慌の下底に
おいてさえ，不況という印象は．これらの地域からは少しも受けられない。
しかしながら， O.B.においては，不況は．ずっときびしく感ぜられたのであった。その
中で，最も有利なスコットランドにおいてさえも．雇用は， 1929ipから1931年の間に13%
の低下がみられ，他の地域においては．さらに激烈でさえあった。そして，その回復は緩
慢であったのである。 1930年代を通じて0.B.の成果はもちろん， LB.の成果よりずっと悪
いものであった。それは，これらの地方が．恐慌によって大きな影響を蒙っていたがゆえ
である。 これは． 相対的に繁栄したLB.と停滞したO.B.の間の区別の適切さを示してい
る。 LB.において，世界恐慌とそれに伴って生じたきびしい失業は，長い間チェックされ
ずに拡大の可能性が残されたままであった。他方において， O.B.では，恐慌はすみやかに
波及し，しかも激しく，諸地域に打撃を与え，そして， 1930年代のほとんどの時期は，恐
慌の中で失われた基盤を取り戻すためについやされたといえる。
しかし，かかる経験は， 1930年代において特殊な型をもって生じたものではなかった。
なぜならば，繁栄した地域は， 1920年代においても同様に，より急速に成長しつつあった
9) D. H. Aldcroft, The Inter-War Economy : Britain, 1919~1939, (1970), pp. 
78~79. 
10) Beveridge, op. cit., p. 61, 邦訳（上）105ページ,H. W. Richardson, op. cit., p. 269. 
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1912~13 Iロンドン 8. 7 
南東部 4. 7 
し南西部 4.6 
i ミドラ西ン部ズ／東， 3.1/2.5 
I i北東部 2.5 
！北 西 部 2.7 
Ii スコットランド 1.8 
ウェールズ 3.1 
グレート・ 3.9 ブリティン
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第4表諸地域における失業率
1913~14 1929 1930 1931 1932 19331934 
7.3 4. 7 7.6 1. 613. 1 1. 0 8.5 
4,0 3.8 6.6 
10.2~ 1 13.1 
9.5 7.0 
5. 1 6.8 9.2 13. 16. 4 14.1 1. 6 
3.3/2.7 9.5 16.1 21. 21. 6 17.6 14.0 
2.7 12.6 21. 6 29. 930. 6 25.7 23.3 
3.3 12.7 25.4 28.9 26,3 23.4 20.6 
2.4 1. 2 18.4 27.4 29.0 25.8 23.1 
2. 1 18. 87 126. 5 
3. 8 9. 16. 7 
32.0I 38.134.5I 32.2 
2. 122. 9I 19. 516. 7 
（各年7月）
1935 1936 1937 1929~36 平均
7.8 6.5 8.2 8.8 
6.4 5.6 6.1 7.8 
9.6 7.8 7.1 11.1 
1. 8 9.4 6. 0 15. 2 
21. 5 16.6 9. 2 2. 7 
19.3 16.2 12.9 21. 6 
21. 2 18.0 15.2 21. 8 
30. 028. 524. 3 30.1 
15. 2I 12. 6I 10. 4 16.9 
出所， W.H. Beveridge, Eull Employment in a Free Society, (1944), p. 73. Do., 
'An Analysis of Unemployment,'Economica Vol. 皿， No.12 (1936), p. 379. 
からである11)。つまり，このLB.とO.B.のの好不況の対照は，両大戦間独特のものであ
ったということである。すなわち， 「1937年におけるように， 1913年には，失業は英国全
土にわたって一様に分布されていなかった。ある地区は，他の地区のそれよりも非常に高
い失業率をもっていたといえる。しかし， 1913年の運不運の分布状態は， 1937年における
その分布状態のほとんど正反対であった。」 12)
それは，第4表に掲げられているとおり，失業は，第1次大戦以前は， O.B.において低
<, LB. において高かった。ところで，失業の地城的相異は，必ずしも雇用成長のそれと
一致しない。たとえば，繁栄したLB.のうちで，ロンドン，南東部および南西部の3地城
は， 1937年の失業率が，なお， 1929年におけるよりも高かったのである。ミドランズおよ
び北東部のみは， 1937年の失業率が1929年におけるよりも低かったということがわかる。
1.B. のいわゆる繁栄地域においてさえも，恐慌以前の失業水準を回復できないということ
は，労働人口の増大を反映しているものと考えられる。そして，労働者の停滞地域からの
移動は，イギリス全土にわたって，より平等に失業を拡大し，その負担を課することとな
った。
さて，失業については，その大きさが相対的安定期イギリス経済停滞論者の目を奪った
11)前掲拙稿「1920年代のイギリス経済に関する覚書」参照。
12) Beveridge, op. cit., pp. 73~74, 邦訳（上）124ペー ジ。
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ように， 1930年代においても，失業に目を奪われるというと，その本質を見誤まる危険が
あるという点を注意しなければならない。被保険労働者の増大は，非常に急速であったの
で， 193哨三代において経験したI.B.諸地方の広汎な経済的ブーム状況でさえも，それと歩
調を合わせて雇用を辛うじて保つことができたにすぎない。そして，また同様に，大分類
地城内の小地域においては，それぞれ，その失業率が必ずしも平均に一致していたわけで
はなかった。
イギリスの繁栄地域および，停滞地城のいずれに立地しているにしろ，すべての標準
地域は，非常にきびしい失業をもった地域と，それが比較的軽かった地城をも含んでいる
のであって，失業率は必ずしも画ー的ではなかった。それは，たぶん，多くの地域は，主
として単一の産業に依存しており，これらの地域の失業率は，それらが依存している産業
の運命を反映しているという事実のゆえであったろうと考えられる。
][ 
イギリスにおける地域間の経済回復の相異は，それぞれのもつ産業構成の相異に基づい
ているという点についてはすでに述べた。イングランドの北部や西部の諸地域は．旧重要
産業に依存していたがゆえに， 1930年代に，とくに諸困難に直面し，その回復も遅れたの
であった。 1920年代における．旧重要産業への依存の割合を第5表によってみると．ロン
ドン・ホームカウンテイズは，これらの，諸産業への依存の割合は，極めて少ないもので
あり， ミドランズもその割合は少ないといってよい。また，中部スコットランドはグレー
ト・プリティンの平均をわずかに上回る程度であった。
ところが，一方，他の諸地域は，旧重要産業に依存する割合は，非常に高いのである。
第5表 旧重要産業の総被保険労働者が地域毎に占める割合 (1923年7月）
グレート ロンドン デウェスクトャライ 中部卜スコ
ノーザングラガアモ
プ ・ホー ム ミドラン ィン ・ノ ランカシバーダラン9レン・
・ リテ カズウンテズ ッテダィンガム ッラン ヤー ド・ ラモンマウィン ィ ・ ビーイ ド ム ス
石炭 .1. 2 0.1 8.8 21. 0 10. 7 6.6 37.6 51. 3 
綿 5.2 0.0 0.2 3.5 2.5 26.5 0.0 0.0 
羊毛 2.4 0.1 0.5 15.1 0.2 0.5 0.1 0.0 
造船 2.2 0.9 0.0 0.1 7.3 1. 4 8.9 2.2 
鉄鋼 2.1 0.05 2.8 3. 7 3.6 0.8 2.6 5.6 
合計 1 2a.1 1 1.15 i 12.s I 43.4 1 24. 3 1 35. s 1 49. 2 I 59. 1 
出所， BarlowRoport, p. 268. 
109 
380 闘西大學『親清論集」第22巻第3号
両大戦間において，経済回復が遅れていた地域は， l日重要産業に従事していた被保険労働
者を非常に高い割合でもっていたのである。そして． その旧重要産業の中でも， 特定の
1. 2の産業に，これらの地域においての極端な特化があったということである。すなわ
ち，ウェスト・ライディングは石炭， 羊毛， ランカシャー は綿業， 北東部は石炭， 造船
業．そして，ウェルズは石炭へと．それぞれ，集中的に依存していた。同じ旧重要産業内
においても地域的差異はあった。たとえば，炭鉱業において．その産出高は．ョークシャ
ーやミドランズにおけるよりも． ウェルズ． ノー ザンバランド． および． ダラムにおい
て，より停滞していたということである。また，銑鉄生産においては． ミドランズやリン
カーンシャーはウェルズ， スコットランド．あるいは， 北東部より浮揚力はあった18)。
ウェスト・ライディング，および，その周辺地域は．それらが旧重要産業にほとんど二重
に依存しているという事実にもかかわらず．中部スコットランドほど不況ではなく， 1930
年代には強力に回復することができた。なぜならば．そこでの炭鉱業は，輸出市場に依存
する割合が少なかったので，あまり停滞していなかったがゆえであり．また羊毛工業は造
船業よりも，むしろ，よい成果を挙げたからである。
ところで，他方，繁栄地域といわれるLB.は，新興の拡大産業．および，サービス業に
依存する割合が大きかったのである。 1934年に．この拡大産業部門に雇用された総労働力
の割合は，南東部85.3彩，ロンドン84.0%,イギリス全体で69.7%でウェルズは49.5彩で
あった。これは，産業立地の変化の直接の結果であった。というのは，新興産業は．南東
部．および． ミドランズに集中する傾向があり．そして，その繁栄が，また．サービス業
における急速な成長を剌戟したがゆえに．拡大産業への集中から生ずるこれらの地域の相
対的繁栄の直接的結果でもあった14)。すなわち，このことは．新興産業に特有の．いわ
ゆる．「発展するプロック」 15)的性格に基因するものであって．こうした性格が．一方で
の， 1日重要産業が1. 2の産業へと地方的特化をもつという傾向との相異でもあったとい
える。
13) B. R. Mitchell, & Phyllis Deane, Abstract of British Historical Statistics 
(1962), pp. 116, 133. 
14) H. W. Richardson, op. cit., p. 277. 
15) E. Dahmen,'Technology, Innovation and International Industrial Transfor-
mation,'in Economic Progress : Paper and Proceedings of a Round Table 
held by th e Internatzonal Economic Association, ed. by L. H. Dupriz, (1955) 
pp. 297~298. 
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ところで， I.B.への新興産業の高度の集中は，原料の利用可能性であるとか．関連産業
の存在，あるいは，熟練労働力の存在のゆえでもなく，むしろ．ロンドンを中心としたと
ころの大市場の魅力，あるいは．非経済的な心理的要因などによっていたと一般に説明さ
れている。この過程は累積的なものであった。すなわち，新興産業が設立され，所得は増
大し，人口は自然増と移動とによって増加し．したがって，市場が拡大され，それによっ
て，さらなる発展への剌戟がもたらされたのであった。これが，新興産業のもっ，生産物
の需要供給という点で相互依存的発達をするという性格のゆえに．地域的集中への傾向を
強めることとなった。
かくして，ロンドンを中心とする地域は新興産業と人口の両方にとっても，強力な吸引
力をもっていたといえる。それは， 1931年，および， 1939年の間．イギリスの人口増加の
35.4彩を吸収したことからもうかがい知ることができる。また，産業の再配置は，既存の
企業の地理的移動というよりも，むしろ，新規企業の設立の結果として生じた事例の方が
ずっと多い。すなわち．この時期の激しい構造変化は，地城間での既存企業の移行は，ほ
とんど行なわれないで引き起こされたものであった。 193砕三から1937年の間に, 388の企
業が移行したが，そのうちで，わずか59が地城間移行であり，しかも．そのうちのごく少
数が0.B.より I.B.への移行であって，逆に， I.B.より O.B.への移行の方がむしろ多くさ
えあったといわれる18)。
ところが， I.B.への新興産業の集中とO.B.への旧重要産業の集中という産業構造のかか
る対照が，各地域において，種々な影響をおよぼすことになったのである。たとえば，
1920年代から続いている旧重要産業の輸出困難性の効果と密接に関連しているO.B.の主要
な失業は，輸出産業と直接関連のない産業においてさえ，高い割合での失業が生じていた
のであった。また， 1934年において，ロンドンにおける被保険労働者のうちで， 47.2彩も
の人々がサービス業に従事しているのに対して， O.B.に属するウェルズにおいては30.2彩
北東海岸地方では33.1彩と，その割合は低いものであった17)。
新興の拡大産業は低失業率をもち，また，衰退産業であるから，必ず高い失業率をもつ
と一概に律することはできない。つまり，個々の産業をとりあげてみても，地域的失業の
分布は必ずしも等しくないし，また，拡大産業は発展のおくれた地域においては，停滞さ
16) H. W. Richardson, op. cit., p. 278. 
17) S. R. Dennison, Location of Industry and the Depressed Areas. (1939), p. 42. 
但しウェルズは1933年の数字
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えしているのである。すなわち，不況地域での回復のためには，拡大産業は，むしろ，ロ
ンドンや南東部地城よりも，拡大する必要があったにもかかわらず，総産出高での割合は
小さかったのである。つまり，購買力の低さと，旧重要産業への0.B.のオーバーコミット
メントから生ずる， 2次的失業，および，新興産業の産出高に占める割合の少なさ，とい
う逆転した状況のゆえに，要請された拡大率を達成することができなかったのである。
そして，また， LB.においてさえも，失業水準は相対的に高いままであり，そして，こ
第6表被保険人口る産業別：地方別変化 1927~1937年
(1927年に対する1937年の被保険者の96)
最大の増加をみた産業及び州 I 最大の減少をみた産業及び州
配線並びに工事請負業 280.8飴船舶機械
電線，器具，電球等 212.3 毛 織 物
興及びスボーツ 209.8 リ ンネル
人造石とコンクリート 174.8 
科学・写真器械と器具 157.6 
ブリキ
電車及びバス業 155.6 懐中時計，置時計，金銀食器．宝石類等
自動車・自転車及び航空機 152.8 
絹及び人絹 150. 7 
織物漂白．捺染．染色
土木建築 149.7 I鱈と船舶修理
電気工業 147.4 I黄 麻
特に専門化していない金属業 145.4 銑鉄
ホテル，居酒屋，料理屋， 炭坑業
下宿屋，クラプ等 144.9 木 綿
専 門 職 140.7 車輌．馬車等
バックズ 162.1 アンガス
ベッドフォードシャー 159. 7 グラモーガン
オクスフォードシャー 149.7 モンマウスシャー
ヘリフォードシャー 137.4 
ペンプロークシャー 135.1 
サセックス 134.5 
ケンプリッジシャー 133.0 
ハンプシャー 130.0 
スコットランド，北部及び西部 129.5 
ウォーリックシャー 129.4 
ロンドン及び近辺諸州 129.3 
リンカーンシャー 124. 7 
93.5彩
93.0 
92.1 
91. 4 
89.0 
88.9 
82.9 
78.6 
74.1 
74.0 
72.7 
64.6 
69.1 
96.1 
95.9 
出所,W. H. Beveridge, Full Employment in a Free Society (1944), p. 63. 邦訳
（上），108,109ペー ジ。
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れが，未利用資源のO.B.からのLB.へとの移動の割合に制限を加えることにもなる。この
ことは， O.B.地域においては，急速に拡大する産業においてさえも，他の地域より，失業
率がなぜに高いかを説明することになる。というのは，移動した諸資源が， LB.に吸収さ
れうる限界に達した時，労働の過度な留保は， O.B.の不況地城内での，異なった産業間の
失業比率の上昇的傾向を含んだ，水平化運動を引き起こす。たとえば， 1936年6月におい
て， 1,000人以上を雇用している産業をとってみると， LB.では98のうち24産業が9%の
失業比率であり， 0.B.では， 100のうち， 25が10.8%以下の失業比率をもっていたといわ
れている18)。
したがって， 193碑三代の地域間の回復の異なった状況は，厳密にいうならば，産業構造
の相異という点だけでは，必ずしも説明することはできないのである。すなわち，個々の
産業は，あらゆる地城で，同一の成長率と失業率をもつとは限らないのであり，また，地
城的成果の変化は，個々の産業が，どの程度，各地域の産業構成に重点をおかれているか
によって説明されなければならないということである。この状況は，第6表が示す通り，
13の産業は， 1927年に比して， 1937年においては，大規模な拡大を示し，また， 12の産業
は縮少を示している。そして，各地域は，限定された産業グループに著しく特化されてお
り，この特化が，急速に拡大する産業に行なわれた場合には， その地域内のあらゆる産
業，および，達成された回復の程度に与える， 反響効果は良好なものであった。また逆
に，その地域が衰退産業に特化された場合には，その地域の全産業は，平均以上の失業率
を経験し，そして，その経済活動は回復せず，不況のまま残すことになるのである。
したがって，旧重要産業がLB.に立地している場合は，実勢以上の状況を示しており，
また，他方，新興の発展産業がO.B.に立地している場合は，その産業は実勢以下の状況を
示している，ということなのである。そこで，全体としての産業の状況を比較する場合に
は，この点を配慮して，考察しなければならないのである。
さて， LB.とO.B.の間の最も顕著な相異の 1つは， LB.における新興産業と建築業の優
越性であり，これと早期的経済回復の事実が結びつくわけである。というのは，経済回復
を指向した経済政策は，むしろ，イギリス全体としての経済に有効なものであって，必ず
しも，地城的な事情とは結びつき難い。特定地域政策は， 例外的存在であったが， むし
18) Champernowne, D. C.'The Uneven Distribution of Unemplomyent in the 
United Kingdom 1929~36', The Review of Economic Studies, Vol. V, (1937~ 
8), pp. 103~104. 
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ろ，その効果はO.B.に表われることを期待したものであった。また，一般関税法といわれ
る， 1932年輸入関税法の直接的効果は，すでに，旧重要産業に対して，多くの利益をもた
らしたが，ゆえに，やはり， O.B.に有利であったといえる。
しかし，すでに考察したように19), イギリスにおける， 1930年代の回復が， 国内市場
に基づいていた，ということは明白であるから，こうした政策の地城的効果の研究は，必
ずしも成果の多いものとはいえないであろう。また逆に，地城的分析から経済回復の諸原
因について，確固たる結論を引き出すということは，明らかに不可能である。しかし，こ
の地域の回復の研究は，住宅建築ブーム，新興産業の拡大と矛盾するものではない。むし
ろ，この，地域的観点からの研究は， 1930年代後期における継続的な回復経過を説明する
ことになるからである。
IV 
失業問題は，その地域的不均等な配置によって悪化せしめられた。構造的失業という困
難な問題は，主として， O.B.に立地している多くの旧重要産業周辺に集中している。そし
て， O.B.からLB.への多数の労働者の移動と再訓練の双方に含まれた困難性は，非常に大
きいものであった。
労働者の移動の経済的要因は，雇用水準であるとか，または，産業間の賃金格差に存す
ると考えられる。しかしながら，その移動は，労働組合による制限であるとか，移動に対
する社会的反抗乃至嫌悪，といったような障壁によって， 阻止される場合もある。そし
て，また，もし，熟練労働者が異なった産業に移動する場合には，そこに再訓練の問題が
重大となる。もし，人口における年令構成が，若年層に偏っていたとするならば，産業界
への多くの新規参入者が成長産業へ吸収されることによって，産業構造の転換に伴う労働
の転換も十分に達成される。したがって，直接の労働転換問題は，衰退産業．および，成
長産業の地域的配置が非常に異なっている場合にのみ生ずるといえる。
一方，こうした諸問題を解決するための．適当な施設の欠如は，諸資源の再配分を不均
等にし，失業をそれが現実にあるより．より悪いものたらしめた。この結果は．その時，
とくに， 1930年代後期において，いくつかの産業は，失業の大フ゜ールが0.B.に存在してい
るのにもかかわらず，きびしい労働の不足に悩まされたし，また,O.B. においてさえも，
熟練労働者の不足をかこったのである。もちろん，この時期における雇用成長は，経済趨
19)前掲拙稿「1930年代のイギリスにおける新興産業の役割」参照。
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勢の逆調と相まって，不十分であったということが明らかである。したがって，失業は労
働再配分の．より有効な制度によって，再移動せしめることができたならば．失業そのも
のを皆無にまではしないけれども，深刻さの緩和には，ある程度役立ったであろう。
1930年代の末に．スコットランドにおいて，熟練した建築労働者が不足するという状況
があり．そして，多くの住宅計画は．レンガ積エや左官の不足によって遅らせられた。ま
た，高度の熟練労働者の求人に対して，職業紹介所は，わずか63彩しか応じられなかった
し，再軍備ブームが，その状況を，さらに悪化せしめる傾向にあった20)。
すなわち，こうした熟練労働者の不足が，一方において，失業者が多数存在しているに
もかかわらず生じたということは，労働市場の，まさに複雑さと特異性を示しているので
ある。大量の失業の存在と労働移動は，新しい技術をもった豊富な労働者を再訓練し，再
び新しい仕事に供するという重要な問題を解決することができなかった。したがって，失
業の地域的に不均等な配置が， I.B. の不況からの回復を遅らせた21)と推論することはで
きない。
通常，労働の地域的移動のばあい．その中心となるのは，若い．そして，熟練した労働
者であった。推計によると．移動者の約2分の 1は， 15オから25オであり，また. 3分の
1が44オ以下であった22)。そうであるとするならば， もっとも有能な労働者を失った地
城には老人労働者が残されることになる。彼らは，末熟練労働者であるか，あるいは．そ
の技術が新興産業の要求に不適当であるかのいずれかであって，彼らこそが，長期的失業
問題の核心を構成している張本人達なのである23)。
そして，労働移動に対する障害は，旧重要産業と新興産業との間の再調整の遅れにとっ
て，より重要であり，また，いかなる時期よりも，両大戦間において重要であったという
ことができる。そして，当時における，産業界への年々の新規参入者は，相対的に少数で
あったがゆえに，旧重要産業から新興産業への労働の移動・転換は，労働者のまさに，実
20) Aldcrft, op. cit., p. 107. 
21) Champernowne, op. cit., p. 94. 
22) H. W. Richardson, op. cit., p. 284. 
23)サイクスによると，北部，北西部，ウェルズ，および，スコットランドの4地域は，
すべて合わせて，イギリスの総被保険労働者の4096を占めているのであるが，そこで
は， 1939年5月1日に 3年或はそれ以上， 継続的に失業していた人々の約80%がそ
の地に居ついたという。 J. Sykes,'The Development Areas,'The Manchester 
School, Vol. 17, No. 2 (1949) p. 7. 
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質的移動（地域的）によって達成されねばならなかった。 ところが，すでに触れたよう
に，中年熟練労働者の再訓練の困難性，働らく婦人の雇用開発問題，住宅問題，これらす
べては，転換の過程を妨げることとなった。しかも， 1920年代までに，イギリスにおいて
は，農業雇用人口が，全雇用人口の10彩以下でしかなく，その程度まで，すでに労働の旧
重要産業へのオーバーコミットメントはすすんでいたといえる。そして，都市労働に対す
る農村労働の割合の低さは，新興産業への労働供給の規模を限定することになる。その
上，農業労働者の獲得に関しては，海外における労働需要との競争の問題があった。すな
わち，海外移住者に占めるその割合が高かったがゆえであって，この流出は，製造業への
転換可能な労働力をますます枯渇せしめることとなった。
一つの産業にとっては，他の産業から労働者を引き抜くよりも，手の染っていない農業
労働者を補充する方が，その産業の拡大にとって，ずっと容易なのである。なぜならば，
他の産業からの再雇用の場合には，再訓練の費用が多額を要するうえ，より高賃金が必要
であるからである。すなわち，移動誘因は，その産業における賃金が，農業における賃金
よりずっと高かったであろうということを仮定しているところにある。
さらにまた，農業労働の大プールをもっているとか，農業上の急激な技術的変化の時期
であるならば，新興産業は，農業からの剰余労働者を半熟練労働者として容易に吸収して
発展することができた。それに対して，当時のイギリスにおいては，既述のように，農業
労働者は非常に少なく，それは期待できなかった。とはいっても，旧重要産業は，イギリ
ス総労働力のわずか4分の1しか雇用していなかったがゆえに，上記の主張は．オーバー
コミットメントの危険を過大評価しすぎると考えられるかも知れない。しかし．このよう
な見方は， 工業以外の雇用と， 工業雇用の間の移動・転換の範囲が， サー ビス業， およ
び，流通業における雇用数の急増によって，最少限にされ，求人競争を激化せしめたとい
う実状を見失うものであるといえる。かかる，サービス・流通業部門における成長は，ィ
ギリスの工業化に伴う，所得水準の上昇を反映しているがゆえに，早期スタートとは．決
して，無関係ではないのである。
以上のような理解にたってこそ，当時， O.B.の地域において，大量の失業者が存在して
いるのにもかかわらず， I.B.の産業が労働者の不足に悩まされ，また，それどころか，失
業者の大量に存在している0.B.においてさえも，成長産業は熟練労働者の不足に悩まされ
た理由を説明することができるのである。
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V 
以上において，両大戦間のイギリスにおける，旧重要産業から新興産業への転換過程に
みられる諸資源のオーバーコミットメ ／卜について，とくに労働の新興産業への移動・転
換の問題に焦点をあてて検討してきた。そこで，その中に含まれた諸問題を，ー地域に限
定して，さらに詳細に解明してみたいと思う。したがって，ここにおいては，ウェスト・
ヨークシャーについて，産業別就業状況を詳細に分析し検証した， J.H. リチャードソン
{J. H. Richardson)の研究24)によって，オーバーコミットメントの状況の理解を，さら
に深めたいと思うのである，
ウェスト・ヨークシャーは， 0.B.に属するが他の不況地城におけるような，殊の外きび
しい失業も経験せず， かといって， I.B. にみられたような著しい繁栄も享受せず， いわ
ば，中間的な地位に立っているので，いくつかの点で典型的，あるいは，代表的なイギリ
スの産業地域と考えられている25)。そうして， ウェスト・ヨークシャーをして，こうし
た特徴をもつにいたらしめたものは，おそらく，産業の多様性であったろうということが
できる。すなわち，それは，約150万の人口，そして，約67万の被保険労働者を擁した，
小じんまりとまとまった，産業地域であり，その特徴をあらわしているのが，羊毛工業で
ある26)。羊毛工業を頂点として，染色，仕上げ，および，縫製といった，直接的関連産
24) J. H. Richardson, Industrial Employment and Unemployment in West York-
shire ; A Statistical Review of Recent Trends, (1936), ウェスト・ヨークシャー
の雇用と失業の包括的サーベイを企図して， 1934年リーズ大学に調査研究グループが
発足した。しかし，相当な財源の必要を感じて中止したが，予備調査の過程で，すで
に労働省の未公刊資料をも含んだ多くの統計資料が集められており，それらを利用し
て本書が書き上げられた。 それは， 「経済回復への実質的な進展が行なわれている現
在は，最近の広範囲にわたる産業変動から結果する状況の論文を書くのに適している」
(p. 14)として，雇用の観点から，恐慌以前の時期と，比較してウェスト・ヨークシ
ヤーの産業の現況を検討しようと意図したものである。尚本書は， M. P. Fogarty, 
Prospects of the Industrial Areas of Great Britain, (1945)のWestYorkshire 
の項に非常に大きな影響を与えている。
25) J. H. Richardson, op. cit., p. 12. 
26) Ibid., p. 113, cf, A. S. Shimmin,'Distribution of Employment in the Wool 
Textile Industry of West Riding of Yorkshire,'Journal of the Royal Sta-
tistical Society, Vol. LXXXIX, Part. I, (1926). 
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業のほか，それに伴なう石炭産業や電力に対する剌戟と機械工業への影響等が重視されね
ばならない。
ところで，このウェスト・ヨークシャーにおける産業構造の特徴を産業の多様性と考え
るにしても，約50をも数える個々の産業についての検討は不可能であるし，また，必要で
ない，として，全産業の中で，主要な9産業を選択し，それぞれについて検討をすすめて
いる27)。すなわち，その主要9産業とは， 羊毛工業，染色および仕上げ，縫製業，機械
工業，炭鉱業，印刷・製本業，建築業，流通業，および陸上輸送業がそれである。しかし
ながら，これらの諸産業が，とくに重要な役割を演じたとはいえ，さらに，これらの産業
に加えて，多くの関連部門があり，それぞれが，この地域の繁栄に大きな貢献を示し，産
業的安定性を増さしめたという点を無視してはならないのである。
さて，産業の多様性の中から， 9産業を主たる検討の対象として限定したが，このウェ
スト・ヨークシャーの地域的限定をしなければならない。すなわち，それは， リーズとブ
ラッドフォードを中心としたウェスト・ライディングの中央にある産業の集中した地域で
ある。そして．さらに，その地域内の1瀦〖市，すなわち，リーズ，プラッドフォード，ハ
ッダスフィールド，ハリファックス，ウェイクフィールド，カッスルフォード，デューズ
ベリイ，キイリイ，スペンプラ，シイプリイ，モーレイ，および，バドリイについて考察
をすすめている。というのは， 1931年センサスにおけるウェスト・ヨークシャー地域の総．
人口は約150万人，そのうち， 12都市のそれは， 1,306,320人で約85彩を占めており，ウェス
ト・ヨークシャー全体における雇用と失業の研究の妥当な基礎を提供するからである28)。
192呼代を通じて，ウェスト・ヨークシャーの人口は，イングランドとウェルズ全体の・
5.4%の増加と比較して，約3.5%の増加であった。この地域の人口増加率は， 1891~1901.
年 (8.2彩）や1901~1911年 (4.2彩）の10年間におけるより著しく低かった。そして，出
生率が，他の地域に比して著しく減退した地域でもあった。 12都市において， 9産業が被
保険人口の総数の約70彩を占めている。そして， 12都市における被保険労働者の雇用数の
趨勢をみると，被保険労働者は1924~1936年までに約70彩の増加であり，そのうち，雇用
比率は，恐慌以前より低いとはいえ，実数は1936年が最高であり，工業における技術革新
という点から考えて，ウェスト・ヨークシャーにおける生産量はずっと増大していると推
察しうるのである29)。また，逆の面からの見方として，被保険労働者のうちの失業比率
27) J. H. Richardson, op. cit., p. 51. 
28) Ibid., p. 18. 
29) Ibid., p. 33. 
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をみると， 1924年5月が最低 (5.8形）で，好況であった1928年5月には， 9.0彩とかなり
高い数字を示している30)。そして，恐慌中の1932年には， 失業率もまた最高で， 22.7%
を示している。つづく 3年間は，着実な回復を示し， 1935年の秋，およぴ， 1936年におい
てそれが加速された。その理由は，主として，高水準での建築活動のみならず，また，一
般的購買力の増加の結果としての信用の増大のためであり，また，再軍備計画の直接的．
また，間接的結果であったと考えられる。 1936年5月には， 12都市における失業率は11彩
へと減少した。
さらに，小都市における失業をも考慮に入れるならば，失業者は，ウェスト・ヨークシ
ャー全体で，おそらく，約18,000~20,000人存在していたと推定されている。しかし，こ
れは， イギリスの， いわゆる不況地城について推計された数より大へん少ない。その中
で，とくに，長期失業を経験した婦人や青年は比較的少ないのであって，むしろ，可動性
第1表被保険失業者数と比率
ウェ失ストヨ業ー クシ数ャー I比1 2 都 市率 1 比イ
1924 請 27,860 5.8 43,560 9.1 
1928 5月 43,803 9.0 11月 66,050 13.6 
1929 請 52,371 10.8 66,465 13. 7 
1930 請 86,875 17.6 108,872 22.1 
1931 請 107,974 21. 4 105,697 20.9 
1932 闘 113,765 22. 7 113,653 22. 7 
1933 5月 96,325 19.1 11月 79,454 15.8 
1934 請 78,238 15.5 77,686 15.4 
1935 5月 73,340 14.5 11月 62,812 12.4 
1936 5月 55,170 10.8 
(1) 被保険労働者数は各年7月の数字
(2) ウェスト・ヨークシャーは18~16才，イギリスは16~64オ
出所， J.H. Richardson, oP. cit., p. 36. 
30) J. H. Richardson, op. cit., p. 36. 
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の少ない老年男子によって，長期失業者は構成されていたのである。そして．これら失業
者の存在は，すでに述べたところから明らかなように，種々の産業における，熟練労働者
の不足とは決して矛盾しないし，これがまた．当時のイギリスの特殊性でもあった。
さて，第7表の示すところによると， 1924~1936年までのウェスト・ヨークシャーの失
業の趨勢をイギリス全体の変化と比較することができる。それによると，恐慌以前（とく
に1928年まで）においては．ウェスト・ヨークシャーの方がイギリス全体より有利であっ
た。すなわち．ウェスト・ヨークシャーは，早期に影響を蒙り．そして，恐慌はイギリス
全体の趨勢に比べて，むしろ．きびしいものであった。しかしながら．一度び，回復がは
じまるや (1933年）イギリス全体におけるよりも，ウェスト・ヨークシャーにおいて，ょ
り急速に進行し，それ以来，ウェスト・ヨークシャーは，あらゆる地域の平均より失業の
負担は小さかった。というのは，ウェスト・ヨークシャーは，他の地域よりも，輸出貿易
に依存する度合が，少ないという特性をもっているからであった。このことは．イギリス
の回復が，外国市場におけるより，国内市場において，ずっと大きかったという点からも
理解することができる。
また，被保険労働者の数は， 1924~1935年の間に，その人口の増大と密接に関連してお
り，ウェスト・ヨークシャーの12都市において， 3.8彩の増加であった。そして，最大の
増加を示しているリーズ (+18.8%) と逆に， 最大の減少を示したバァトレイ (-16. 4 
％）との間には大きな差が認められる。ただし，この数字には．失業者をも，被保険労働
者として含まれているということ， および, 1924年より1935年の方が， 失業者が多かっ
た， (1924年5月， 27,860人， 1935年5月, 73,340人の失業者）ということを考慮に入れ
るならば，被保険就業労働者は．また，異なった比率を示したであろうと考えられる。
J. H. リチャードソンは．やはり雇用労働者数を基準として, 45に分類された産業をそ
れぞれ， 拡大産業(29)と衰退産業(16)に分けて表示している31)。それは，前述の12都市
に炭鉱の中心地ボンテクラフトを加えた13都市における,1923年7月,1934年7月．およ
び， 1935年7月の16オから64オまでの被保険雇用労働者数を示したものである。それによ
ると，最大の発展率を示したのは，電機工業と配線並びに工事請負業の2種であった (1933
年を100として， 1934年に．それぜれ,252. 9, 248. 3そして,1935年に282.6,246.3)。し
かし．雇用総数の最大の増加は，流通業においてみられている。すなわち，1923年の39,309
人から1934年には61,135人に増加して， 2位の縫製業の43,504人を大きく引き離している
31) J. H. Richardson, op. cit., pp. 44~5, 49. 
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第8表年令別失業 (1935年11月4日）
男 子 女 子
ウェストヨークシャー イギリス ウェストヨークシャー イギリス
年令群 数 I比 率 比 率 数 比 率 比 率
18~20オ 1,696 3.3 5.0 816 6.9 13.4 
21~24 5,486 10.6 12.9 1,921 16.3 20.2 
25~34 12,318 23,9 25.4 3,412 28.9 27.5 
35~44 10,402 20.2 19.7 2,681 22.7 18.1 
45~54 10,402 20.2 18.6 1,848 15.6 12.9 
55~59 5,994 1. 6 9.9 708 6.0 4.8 
60~64 5,154 10.0 8.2 422 3.6 3.0 
65オ以上 88 0.2 0.3 2 0.0 0.1 
出所 J. H. Richardson, ゅ.cit., p. 93. 
のである。そして，他のほとんどの拡大産業は，すべて国内市場指向的な産業であった。
そして，一方，衰退産業の中での顕著な変化は，羊毛工業，炭鉱業における雇用者の急激
な減少である。しかし，衰退産業も，新興産業が中心となって，経済回復がなされ，失業
が減少するや， 1936年頃になると改善のきざしが見られたのである。
すでに述べたように，労働移動であるとか，就業の可能性といった点からも，失業者の
年令構成は重要な意味をもつ。そこで．第8表によると，ウェスト・ヨークシャーの失業
男子の中で， 42%が45オ以上の労働者であって，イギリス全体のそれより高率である。そ
して，逆に，若年層の割合は，イギリス全体より低率であった。そして， 1年あるいは，
それ以上の期間，失業した総数の96%以上が成年男子労働者よりなっていた。そして，ほ
とんどの婦人は，短期間しか失業してはいなかった。そして，そうした傾向は，青少年に
おいても同様であった。また，失業期間が， 3年，あるいは，それ以上にわたって継続し
ていた労働者の25%近くがカッスルフォードの炭鉱中心地に，そして，また， 40彩以上が
リーズ地方に集中していた。
労働者中に占める婦人の数は，男子に比較して非常に増加したと考えられているが，統
計によると，「婦人の割合の増加は， ほんのわずかであって， いかなる意味においても，
重大な一般的意味を構成しない」 32)といわれる。主として，羊毛工業や織物業における，
婦人，少女の大量の雇用のため，イギリス全体におけるより，ウェスト・ヨークシャーに
32) J. H. Richardson, op. cit., p. 98. 
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おいて，女性の割合は高いことを示している。すなわち,192峠三をとってみると， 100人
の男子に対する比率は，ウェスト・ヨークシャーで57.3,イギリスで35.8, さらに1935年
では．それぞれ， 54.9と37.0であったS8)。 しかし， 1924~1935年の間の比率の増加は，
むしろ尻子の雇用数の減少のためであったと考えられる。
次に，青少年，とくに， 14オ~16オの労働需要は，ウェスト・ヨークシャーの主要中心
地において，戦後期を通じて，高水準に維持された。これは，戦争中の低い出生率のおか
げで，学卒者の急減期と恐慌期が一致しており，したがって，恐慌期においてさえ，失業
は．わずかしかなかったのである。それ以後，繊維，織物を中心に青少年の労働の不足が
続いた。しかも，少女は，よりすみやかに，産業に吸収され，そして，以前の炭鉱の中心
地からの移動によって，労働不足は打解されたのである。恐慌中は，青少年の失業率は．
6%~8%であり．恐慌以前であるとか， 1935年および， 1936年において，その率は2彩
或はそれ以内であって84), このことは，すでに述べたように． むしろ，労働不足気味で
あったことを示している。
VI 
さて，以上において，イギリス全体にみられる一般的傾向と，また，それを，ウェスト
・ヨークシャーという，平均的・典型的なー地域に限定して，それぞれの問題について検
討をすすめてきた。そこで明らかにされたことは，イギリス全体にみられたことが，およ
そウェスト・ヨークシャーにおいてもあてはまるということであった。
すでにみてきたように，両大戦間のイギリスにおける，最も顕著な特徴は，その成長が
きびしい失業の真只中で行なわれたということではなくして，失業が， 地域間， あるい
は，産業間に，この時期を通じて，非常に不均等に配分されていたという事実なのであ
る35)。
しかし，それは．ただ単に，地域的に0.B.に失業が集中して'I.B.では失業がなかった
ということではなくして，旧重要産業から，労働が新興産業へとストレートに移動・転換
しなかったという点に問題があるのである。それは，ルイス (W.A. Lewis)も述べてい
るように，「未工業化国においては，労働者を第一次産業から， 工業生産へ転置すること
33) J. H. Richardson, op. cit., p. 101. 
34) Ibid., p. 110. 
35) Aldcroft, op. cit., p. 2. 
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ができるので，より大きな工業生産増加の展望が必然的に存在するのに，高度工業国では
これ以上の転置ができず工業生産の成長は全く人口増加と技術の進歩のみに依存してい
る。」 88)すなわち，旧重要産業にオーバーコミットしていた労働は，大部分．両大戦間に
は失業者としてあらわれ．若年の新規参入労働者が，新興産業に吸収されていったが，む
しろ不足気味であったということである。したがって．両大戦間における失業水準は．非
常に高いものではあったが．この失業の大きさが，必ずしも，経済的回復の不十分であっ
たということの説明にもならないということも明らかである87)。すなわち，新興産業が資
本集約的であり， 1日重要産業が．労働集約的であり，またさらに，技術的な面における相
異もあって．旧重要産業の衰退によって失業した労働者を，そのままのかたちで，新興産
業は必ずしもすべてを吸収しえなかった。
つまり．それは．旧重要産業自体が，イギリスの労働者を吸収しすぎていた，すなわ
ち，労働資源全体がオーバーコミットしていたという問題と，個々の労働者一一老年労働
者が．旧重要産業的技術にオーバーコミットしており，技術進歩により，すでに陳腐化し
た．はるかむかしの旧技術しか身につけておらず，新興産業的技術には．もはや順応しえ
なかったのである。そして，彼らが．主として， O.B.に大量に残り．両大戦間のイギリス
経済を悲観的に描かせることとなったわけである。さらにまた．当時の激甚な失業の経験
が，その後における， 0.B.の旧重要産業の衰退を加速せしめることにもなった。すなわ
ち，若い，精力的な労働者は移動し去り，取り残された適応力の劣った労働者は．激甚な
失業の記憶から，彼らの職を奪う恐れのある，新技術の導入に対して，異常なまでの抵抗
を示すことになるからである。
それまで，旧重要産業にオーバーコミットメントの状態にあった労働が，徐々に，そし
て， 1930年代に．一挙に新興産業へと移動・転換するや．他の諸資源の同様の動きともあ
いまって，新興産業の発展を急速に促進することができた。たとえば,1920年を中心とし
て考えた場合に，イギリスの旧重要産業が停滞していると考えられた頃に，まだ，労働者
として，産業界に編入されていない， 1オ~15オの子供は，新興産業を中心とした経済回
復の著しい1936年には， 16オから31オの若者として労働市場に吸収されるのである。これ
こそは，まった＜，旧重要産業にコミットしていない労働なのである。こうした若年労働
36) W. A. Lewis, Economic Survey 1919~1939, (1949), pp. 181~2., 石崎昭彦・
森恒夫・馬場宏二訳「世界経済論』 (1969),236ペー ジ。
37) Cf., H. W. Richardson, op. cit., pp. 21~22. 
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者が， I.B.において新興産業へと，ちょうど，それが，急激に勃興しはじめた， 1933年頃
から吸収されはじめ，労働のオーバーコミットメントを払拭することによって新興産業の
より以上の発展に寄与することとなった。
そして，それは，労働移動によってもなしとげられたわけであるが，職業紹介所の失業
手帳の分析からも，労働移動のほとんどのものは， 1926年から1936年の間に行なわれたと
いうことが明らかにされている88)。まさに，「すでに， 192~代に起こりつつあった，構
造的転換の顕在化が ,. (I)オーハーコ～ソトメントによって遅滞せしめられていたのであ
ったが， 逆に， オーバーコミットメントが払拭される方向にむかうや， こんどは， それ
が，ビッグ・プッシュとなって新興産業の発展を促進し，急速な経済回復の主導力となっ
た」 89)のである。
（本稿は文部省科学研究費による研究成果の一部である。）
38) B. Thomas,'The Influx of Labour into London and the South East 1920~ 
36, • Economica, Vol. IV, No. 5, (1937), p. 326. 
39)前掲拙稿「両大戦間のイギリスにおける新興産業への転換過程」， 41ペー ジ。
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